平成２８年度
国の施策並びに予算に関する提案・要望
（教育関連）
平成２７年７月
大阪府
　日頃から、大阪府教育行政の推進につきまして、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。

　さて、大阪府では、平成25年3月、大阪の教育の10年の羅針盤となる「大阪府教育振興基本計画」を策定いたしました。また、基本計画で位置づけた「10の基本方針」の下、基本計画の計画期間（平成25年度～34年度）のうち、前半５年間で実施すべき具体的な取組みについて整理した｢事業計画｣を取りまとめ、大阪の教育の充実に取り組んでいるところです。
　本府における様々な教育課題を踏まえ、児童・生徒、保護者及び地域住民のニーズに的確に対応した教育施策を推進するためには、国・広域自治体・基礎自治体の役割分担を徹底し、それぞれが責任を果たしながら、地域の実情にあった施策を展開できるように協調して取り組むことが必要です。
　平成28年度の国家予算編成にあたりましては、国の責任における教育施策の充実・強化をより一層図るとともに、本府の財政状況や課題解決に向けた取組みについて十分ご理解いただき、提案・要望事項の実現のため、格別のご配慮をいただきますようお願い申し上げます。
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１．豊かな心と健やかな体の育成
（１）人権教育の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
すべての人々の人権が尊重され、平和で豊かな社会を実現することは、国と地方公共団体共通の責務であることから、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」及び「人権教育・啓発に関する基本計画」に基づき、地域の実情に応じて、地方公共団体が取り組む人権問題の解決に向けた教育に関する施策に必要な財源措置を講じられたい。
　（２）スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの配置　　
いじめや不登校などへのきめ細やかな対応を図り、学校の教育相談体制を充実させるため、平成28年度以降も、スクールカウンセラーの配置に係る財源措置を継続されたい。
また、さまざまな環境におかれた児童・生徒の支援のために、学校と福祉をつなぐスクールソーシャルワーカーの配置に係る財源措置についても継続されたい。

　（３）いじめ対策の充実                                         
府内小・中学校におけるいじめ対策は喫緊の課題であり、暴力行為の発生千人率は全国の２倍以上の傾向が継続している状況にある。さらに、不登校児童・生徒数の千人率についても、平成25年度はこれまでの横ばい傾向から増加に転じており、厳しい状況にある。
このような状況を踏まえ、いじめ対策に必要な財源措置などをより一層拡充されたい。
　（４）文化等に関する教育の推進                                  
ア　世界文化遺産は、人類共有の遺産であることから、ユネスコへの推薦書案の作成など地元自治体が行う世界遺産登録のための事業に対し、財源措置を講じるなど、世界遺産国内暫定一覧表掲載資産の世界遺産登録を推進されたい。
また、世界遺産登録のために必要となる資産候補の公有化にあたっては、国史跡の公有化制度における助成の拡充を図られたい。

イ　国指定文化財の保存修理や防災施設の設置、耐震診断・耐震補強事業等に係る補助基準の改善により、所有者の負担軽減を図るなど、文化財を次代に良好に継承し、広く活用を図ることができるよう財源措置の充実を図られたい。
ウ　埋蔵文化財の発掘調査等をより円滑に実施できるよう、補助基準の改善及び対象範囲の拡大など、制度の充実とこれに伴う財源措置の充実を図られたい。
（５）携帯電話・インターネット上の有害情報対策の充実              
近年、スマートフォンやインターネットの普及に伴い、誹謗中傷等の書き込みによるいじめやネットへの画像の流出、有害情報へのアクセスにより事件や事故に巻き込まれるケースが急増していることから、通信関係団体等に対するフィルタリング設定の義務化に向けた法令整備など必要な措置を講じられたい。　

（６）学校給食の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
学校給食の充実に対応できるよう、学校及び共同調理場の給食施設整備に対して十分な財源措置を図られたい。
２．特別なニーズに対応した教育の推進

　　支援を必要とする幼児・児童・生徒の教育環境の充実　　　　　　　　
障がいのある幼児・児童・生徒のニーズの多様化等を踏まえ、インクルーシブ教育システムの構築に向けた教育環境の充実は、喫緊の課題であることから、以下の措置を講じられたい。
ア　就学先決定時における保護者の意見を最大限に尊重した就学相談・支援の充実を図る観点から、小・中学校等においても介助や訓練、医療的ケア等に対応するための多様な人材や専門家の配置が必要となっており、市町村が介助職員や看護師等を雇用するための財源措置を講じられたい。
あわせて、小・中学校の特別支援学級に在籍する児童・生徒数が　年々増加していることから、障がいの状況に応じたきめ細やかな指導・支援の充実を図るため、特別支援学級編制基準を改善されたい。
イ　従来の学校教育法第81条に規定する小・中学校特別支援学級の　対象であった児童・生徒に加え、通常の学級に在籍するＬＤ（学習障がい）、ＡＤＨＤ(注意欠如多動性障がい)、高機能自閉症等の発達障がいのある児童・生徒への対応が求められており、指導充実のための人的措置を図られたい。

さらに、発達障がいのある児童・生徒が通級による指導の対象となっていることから、通級指導教室の増設置が可能となるよう教員配置を措置されたい。

ウ　「介護サービスの基盤強化のための介護保健法等の一部を改正す　る法律」等を受け、平成24年4月から法の下で医療的ケアが実施　　されることとなり、一定の研修を受けた教員が、特定の児童・生徒に対し、特定行為について医療的ケアを実施することが可能となったため、看護師が教員の研修における指導や評価を行うことになり、これまで以上に看護師の果たす役割が大きくなった。

あわせて、自立活動、職業教育等の専門的技能をもつ学校外の人　材を活用しているところであるが、定数での専門家の配置も重要であることから、看護師、ＰＴ（理学療法士）、ＯＴ（作業療法士）、
ＳＴ（言語聴覚士）等の専門職種を標準法定数で新たに配置できる　

よう制度改正されたい。
また、特別支援学校において、小・中学校等に在籍する児童・生徒等の教育について助言または援助し、地域の特別支援教育体制の確立に向けた取組みを積極的に支援するため、その核となる特別支援教育コーディネーターについても、標準法定数で新たに配置できるよう制度改正されたい。

エ　特別支援学校の教室数の不足等に対応するため、学習環境の改善を図る改修工事等に対する補助制度の改善と、必要な財源措置を講じられたい。

オ　特別支援学校に係る通学用スクールバスについて、その運行実態　に見合った適切な財源措置を講じられたい。
カ　自立支援推進校をはじめ、高等学校で学ぶ障がいのある生徒の教　育環境について、必要となる施設設備の改修や人的配置について、適切な財源措置をされたい。

また、高等学校及び中等教育学校後期課程における特別支援学級　設置について、学校教育法施行規則や公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律などの法的整備を行い、必要な財源措置を講じられたい。

３． 教育費負担の軽減に向けた経済的支援
（１）就学援助制度の充実                                        
教育の機会均等の精神に基づき、すべての児童・生徒が義務教育を円滑に受けることができるように配慮し、実施されている就学援助制度について、市町村において必要な援助を行えるよう、十分な財源措置を図られたい。
また、その対象が学齢児童・生徒の保護者に限られていることから、本制度に中学校夜間学級生徒及び学齢期を超えた帰国・渡日生徒が対象となるよう拡大されたい。
（２）奨学施策の充実                                            
独立行政法人日本学生支援機構が実施する第一種（無利子）奨学金の　予約採用者数は、平成17～21年度の間は、全国で約３万３千人であった　　
が、採用枠の拡大を要望し続けた結果、平成22年度以降は拡大し、平成27年度では約11万人が採用されている。しかし、採用率は全国で66.4％であり、無利子貸与を受給する資格があるにも関わらず、申請した生徒のうち約３割が希望の第一種奨学金を受けることができない実態がある。
よって、無利子貸与の貸付枠のより一層の拡大、第一種奨学金に適用されている所得連動返済型奨学金の第二種奨学金への適用拡大や、給付型奨学金の創設など制度の充実、改善を図られたい。
４．学校における児童生徒等の安全の確保

　　学校等における安全管理体制の充実　　　　　　　　　　　　　　　　
学校や通学路における安全を確保するための人的措置や防犯機能の充実に配慮した設備整備の推進など、様々な安全確保対策に十分な財源措　置を講じられたい。

とりわけ、地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業について引き続き事業を継続されたい。
また、特別支援学校においては、警備員等の配置及び防犯関連機器及び設備の設置等に対し、必要かつ十分な財源を確保されたい。
５．現場重視の学校運営・地方教育行政の改革
　　県費負担教職員に係る権限の市町村への移譲　　　　　　　　　　　　
県費負担教職員の人事権を有する指定都市に対して、給与等の負担・定数の決定・学級編制基準の決定を移譲することを内容とする「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の　整備に関する法律」（第４次一括法）が平成26年６月４日に公布され、平成29年度を目途に移譲されることとなった。
また、「平成26年の地方からの提案等に関する対応方針」（平成27年１月30日閣議決定）において、県費負担職員の給与等の負担、任命権、定数の決定及び学級編制基準の決定については、任命権に係る条例による事務処理特例制度の運用状況を踏まえつつ、広域での人事調整の仕組みにも配慮した上で、中核市等に権限を移譲する方向で検討を行い、小規模市町村を含めた関係者の理解を得て、結論が得られたものから順次実施するとされている。
大阪府では、地方分権をより一層推進する観点から、義務教育の実施主体である市町村の権限と責任を明確化するため、条例による事務処理の特例制度を活用し、小中学校の教職員の人事権を平成24年度から豊能地区３市２町（豊中市、池田市、箕面市、豊能町、能勢町）へ移譲した。
豊能地区を含む中核市等への権限の移譲については、各都道府県内において一定の教育水準と教育環境を確保する観点から、適切に検討を進められたい。
６．良好で質の高い学びを実現する教育環境の整備
　　　学校図書館の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
学校図書館の充実・活性化のため、司書教諭の配置についての定数措置を講じられたい。
あわせて、学校図書館における専門人材の配置について、一層の拡充を図られたい。
